
第三号様式（第十五条関係）（A4）（平19国交令20・令2国交令98・一部改正） 居住安定計画認定申請書 年月日 市町村長殿 申請者の住所又は 主たる事務所の所在地 申請者の氏名又は名称 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第15条第1項の規定に基づき、居住者の居住の安定の確保及び延焼等危険建築物の除却に関する計画について認定を申請します。 この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。 注申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載してください。 居住安定計画 1延焼等危険建築物の位置 ［地名地番］ 2延焼等危険賃貸住宅の数 ［住宅戸数］戸 3延焼等危険賃貸住宅の規模及び家賃 住戸番号規模居住室数家賃 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 注1「規模」の欄には、居住室数が二以上の場合にあっては、各居住室の面積を記入してください。 2「家賃」の欄には、専用部分に係るもののほか共益費その他これに類するものがあれば、これらを区別して記入してください。 4延焼等危険賃貸住宅の構造 住戸番号構造 注「構造」の欄には、壁、柱、床、窓等の構造の要を記入してください。 5延焼等危険賃貸住宅の設備 各住戸ごとに備えている設備 住戸番号設備 注「設備」の欄には、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室その他の各住戸に備える設備を記入してください。 共用の設備 注台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室その他の共用の設備を記載してください。 6延焼等危険賃貸住宅の居住者の氏名、住所及び世帯構成 住戸番号居住者氏名住所世帯構成 7延焼等危険賃貸住宅の従前の管理の状況 管理の方式管理の委託 ［相手（以下「管理業務者」という。）の氏名又は名 称］ 自ら管理 管理業務者又は自別添第一による。 ら管理する申請者 の要 修繕その他なすべ き義務の履行状況 注「修繕その他なすべき義務の履行状況」の欄には、外壁補修、屋上防水、鉄部塗装、給排水管改修等に関する点検及び実施の状況並びにその時期等について記入してください。 8代替住宅の規模及び家賃並びに所在及び地番 所在及び地番規模居住室数家賃 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 ㎡円 注1法第15条第5項第6号に規定する仮住居が必要となる場合にあっては、当該仮住居についても記入してください。 2「規模」の欄には、居住室数が二以上の場合にあっては、各居住室の面積を記入してください。 3「家賃」の欄には、専用部分に係るもののほか共益費その他これに類するものがあれば、これらを区別して記入してください。 9代替住宅の構造 住戸番号構造 注1法第15条第5項第6号に規定する仮住居が必要となる場合にあっては、当該仮住居についても記入してください。 2「構造」の欄には、壁、柱、床、窓等の構造の要を記入してください。 10代替住宅の設備 各住戸ごとに備える設備 住戸番号設備 注1法第15条第5項第6号に規定する仮住居が必要となる場合にあっては、当該仮住居についても記入してください。 2「設備」の欄には、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室その他の各住戸に備える設備を記入してください。 共用の設備 注1法第15条第5項第6号に規定する仮住居が必要となる場合にあっては、当該仮住居についても記入してください。 2台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室その他の共用の設備を記載してください。 11居住者により延焼等危険賃貸住宅が明け渡された日から延焼等危険建築物を除却する日までの間における当該延焼等危険賃貸住宅の管理に関する事項 管理の方式管理の委託 ［相手（以下「管理業務者」という。）方の氏名又は 名称］ 自ら管理 管理業務者又は自7と同じ。 ら管理する申請者別添第二による。 の要 12延焼等危険建築物を除却する予定時期 ［除却予定年月日］年月日 13延焼等危険建築物の除却の事業に関する資金計画 内訳金額（百万円） 支出除却費 整地費 移転料支払費用 事務費 借入金利息 〇〇〇 計 収入自己資金 借入金 （借入先）（） 〇〇〇 計 注延焼等危険建築物を除却した後新築する建築物の全部又は一部を代替住宅として提供する場合には、「支出」の欄に建築費を記入してください。 14延焼等危険賃貸住宅以外の部分についての利用状況及び居住安定計画の認定を申請した日から当該延焼等危険建築物を除却する日までの間における当該部分の管理に関する事項 利用状況 住戸番号施設の名称利用状況 管理に関する事項 管理の方式管理の委託 ［相手（以下「管理業務者」という。）の氏名又は名 称］ 自ら管理 管理業務者又は自7と同じ。 ら管理する申請者11と同じ。 の要別添第三による。 15延焼等危険建築物を除却した後新築する建築物の全部又は一部を代替住宅として提供する場合の計画内容 新築する建築物の建築面積等 建築物番号建築面積延べ面積敷地面積 ㎡㎡㎡ ㎡㎡㎡ ㎡㎡㎡ 合計㎡㎡㎡ 新築する建築物の構造方法、建築設備及び用途 ［建築物番号］ ［構造方法］造一部造（耐火建築物・準耐火建築物の別） ［建築設備］ ［用途］ 注1すべての新築する建築物について建築物ごとに作成してください。 2［構造方法］の欄には、「耐火建築物・準耐火建築物」の別を記入してください。 3［建築設備］の欄には、設置する建築設備ごとに構造等を記入してください。 4［用途］の欄には、建築基準法施行規則別紙の表の用途の区分に従い用途をできるだけ具体的に記入してください。 別添第一 管理業務者等の要 氏名又は名称 住宅主たる事務所 当該延焼等危険賃貸住宅の 管理を行う事業所 宅地建物取引業法に基づく免許（有・無） 免許を有する免許種別 場合 免許番号 免許取得年月日 当該延焼等危険年 賃貸住宅の管理 戸数年 年 現在年月日現在戸 当該延焼等危険賃貸住宅の管理を年月日現在人 行う人員の数 別添第二 管理業務者等の要 氏名又は名称 住宅主たる事務所 当該延焼等危険賃貸住宅の 管理を行う事業所 宅地建物取引業法に基づく免許（有・無） 免許を有する免許種別 場合 免許番号 免許取得年月日 当該延焼等危険賃貸住宅の管理戸戸 数 当該延焼等危険賃貸住宅の管理を人 行う人員の数 別添第三 管理業務者等の要 氏名又は名称 主たる事務所 住宅 延焼等危険賃貸住宅以外の 部分の管理を行う事業所 宅地建物取引業法に基づく免許（有・無） 免許を有する免許種別 場合 免許番号 免許取得年月日 当該延焼等危険賃貸住宅以外の部 室 分の管理戸数 当該延焼等危険賃貸住宅以外の部 人 分の管理を行う人員の数 





















 


